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「阿波の土柱」VR コンテンツ開発プロジェクトを通じた人材育成の実践 
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観光資源の魅力発信を通じた地域活性化が議論されるようになって久しい．同時に，観光産業は労働集約型

の産業であり，季節や外部要因に左右されやすく，その不安定性を含めたあり方を今日的にとらえ直していく

必要がある．本研究では，徳島県阿波市の自然観光資源である阿波の土柱を対象として，ドローンを用いた三

次元データ計測と Virtual Reality 環境の構築を行い，土柱のデジタルアーカイブ化と観光活用の可能性を検

討した．これは観光産業に知識集約型産業の性格を付加する試みである．構築した三次元モデルを用いて，侵

食による地形変化の記録・可視化を実現するとともに，VRコンテンツとして観光体験や教育利用への展開を図

った．さらに，大阪・関西万博において体験型コンテンツとして社会実装を行い，地域連携による実践を通じ

て，地域価値創造，工学人材育成，および知識集約型産業への展開可能性を示した． 
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1．背景 

(1) 研究背景 

地方地域においては人口減少や経済の縮小が進む中，観光資源の魅力発信や来訪者の増加を通じた地域活

性化が重要な課題である[1]–[3]とされてきた．ひるがえって，地域の基幹産業として観光を考えることは容

易なことではない．すなわち，観光産業が労働集約型産業であることによる諸問題である．人口減少が進む

局面では人手不足の問題に直面しがちなこと，生産性が上昇しづらいこと，また季節や外部要因（新型コロ

ナ感染症のことを想起されたい）による変動が大きいことなどがすぐに思い浮かぶであろう．同時に，観光

には地域ブランドの形成や交流人口の増加を通じて地域のサステイナビリティに寄与することが期待されて

いる．その意味では，観光による地域のイメージ作り――観光を地域の基幹産業とすることが当座難しかっ

たとしても――の重要性は一定程度評価してもよいのではなかろうか．そのため観光資源を効果的に活用す

るための新たな手法が求められている[1][2]．さらに，デジタル技術を活用した観光 DX の推進が進められて

おり，観光地の魅力発信や誘客促進，地域ブランディングの高度化を実現する新たな手法として注目されて

いる．観光 DX の導入により，デジタルマーケティングや情報発信の強化，観光体験の高度化が可能となり，

持続可能な地域活性化の実現に向けた重要な取り組みとされている[4]．このような背景から，地域の観光資

源を効果的に活用し，来訪者の関心を高めるための新しい観光コンテンツや情報提示手法の開発が求められ

ている． 

本稿では徳島県阿波市の国の天然記念物「阿波の土柱(図-1)」（以下，土柱）3D データおよび VR 化につい

て，上記の観点から議論する．こうした対象に関する工学的なアプローチ 1として，三次元計測技術や VR

 
1 この前段となる人文社会科学的なアプローチとして、この巨大な記念物をモデリングする際の視角について考えておき

たい。天然記念物としての土柱については、これまでは地上からの観光・鑑賞といったアプローチが主軸であった。これ

はあくまで「人間の目線で」のアプローチである。後段のドローンによる 3D データ取得、VR 化というアプローチは人
．

間ではない
．．．．．

視点からの土柱へのアプローチを可能にする。また人間による土柱への直接のアプローチは可視光線を介し

た視覚によるものである。ドローンによるアプローチは、確かに可視光線を介してはいるものの、それをデータ化し、数

学的にもとづいた分析・技術的処理を施すことができるという点で、視覚（もしくはさらに幅広にとらえて五感）以外に

よるアプローチ[5]を可能にする余地が出てくるのではなかろうか。これがどの程度モノの多義性[6]につながりうるか、

今後データ分析や VR 体験の実施などを通じて考えていくこととしたい。 
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（Virtual Reality），AR（Augmented Reality）などのデジタル技術を活用し，観光資源を可視化・デジタル

アーカイブ化する取り組みが進められてきた．観光資源の三次元モデルを構築し，デジタルコンテンツとし

て保存・活用する研究[7]や，文化遺産を VR 空間として再現し観光活用を図る研究[8]が報告されている．ま

た，AR/VR を用いた観光コンテンツは，現地訪問が困難な来訪者に対しても観光体験を提供できる技術とし

て注目されており，観光資源の魅力発信や教育利用への展開が期待されている[9]．さらに，ドローンを用い

た三次元データ計測技術は，広範囲の地形を高精度かつ効率的に計測することが可能であり，歴史・文化遺

産，自然観光資源のデジタルアーカイブ構築において有効な手法とされている[10][11]．鳥取砂丘を対象と

した研究では，ドローンによる三次元計測データを用いて VR 空間を構築し，観光資源の可視化と体験型コン

テンツの開発が行われている[12]．また，文化財の観光活用においても，VR や三次元データを活用したデジ

タルアーカイブの整備が重要であることが示されており，文化庁においても VR 等の制作・運用に関するガイ

ドラインが策定されている[13]．さらに海外においても，レーザスキャナやドローン，Mixed Reality を組み

合わせた文化遺産の三次元モデル化に関する研究が進められており，観光資源の保存と活用を両立する技術

として注目されている[14]．以上の諸先行研究は，デジタルアーカイブおよび観光地体験の間口拡大・複線

化に資するものであろう．本研究は，そうしたねらいと同時に，観光資源の意味の多様化（ひいては観光資

源として以外の意味の発見）をねらいとするものである．本研究では，徳島県阿波市に位置する土柱を対象

地としてドローンを活用した三次元モデル化に関する活動を行っている．土柱は，侵食によって形成された

特徴的な地形を有する自然観光資源であり，地域観光において重要な役割を担っている．このような自然地

形は風雨や台風などの影響により形状が変化するため，長期的な保全および記録の観点から三次元データに

よる定量的な計測とデジタルアーカイブが必要とされている．しかしながら，従来の断面測量では侵食量を

体積として評価することが困難であり，高精度な計測には長時間の作業を必要とするという課題がある．ま

た，自然観光資源の保全の観点からも，非接触かつ短時間でデータ取得が可能な計測手法の確立が求められ

ている． 

以上の背景を踏まえ，自然観光資源のデジタルアーカイブ化，観光活性化，観光資源に関する観光以外の

意味の発見をめざし，地域資源の持続可能な活用と地域社会の発展に寄与することを目的として，土柱を対

象としたドローンによる三次元データ計測，VR 環境の構築，地域連携による観光活用および教育実践を統合

した地域実践型研究を実施した． 

図-1. 阿波の土柱の外観 
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2．方法 

(1) ドローンによる空撮について 

本研究では，土柱の三次元モデル制作のためのデータ計測手法の最適化に関する研究を推進している．こ

れは，大阪電気通信大学小川研究室と徳島大学山口研究室が 2021 年より活動を開始し，特に 2024 年度以降，

阿波市観光協会と協力のもと大学と地域組織が合同で継続的に活動してきた経緯がある．これまでにドロー

ンを用いた三次元データ計測を実施し，三次元モデルの構築および 3D プリンタによる観光ガイド説明用模型

の製作を行い，観光資源の可視化を進めてきた．さらに，三次元データを活用した観光資源を直感的に体験

できるシステムを開発した．VR 技術を活用することで，現地訪問が困難な来訪者に対しても観光資源の魅力

を伝えることが可能となり，地域観光の新たな発信手法としての有効性，また観光資源として以外の意味の

発見が期待される． 

文化遺産のデジタル化[10][11]に関しては，堀江らによる沖縄県糸満市の具志川城跡を対象とした研究が

ある．彼らはドローンによる空中撮影と SfM/MVS（Structure from Motion / Multi-View Stereo）処理を用

いて高精細な 3D モデルを構築し，構造比較や防御機能のシミュレーションを行っている．具志川城跡は海食

崖上に位置し，地上測量には転落や遺構破壊の危険が伴うが，ドローンを活用することで，人が立ち入りに

くい局所的な範囲の安全かつ詳細な調査が可能であることを示した．本研究の対象である土柱も，地質学的

に極めて脆弱な砂礫層で構成されており崩落の危険性があること，また，天然記念物であり現状変更，侵入

に制限がある．このことから，先行研究と同様に地上調査には破壊のリスクが伴い，非接触かつ広域を網羅

的にデジタルアーカイブ化することから，ドローンを用いた空撮は，土柱の形状計測において有効な手法で

あると考えた．ドローンによる空撮の際は，安全に配慮し，周囲の状況を確認しながら実施した．その他の

手法としてレーザ測量について検討を行ったが，地上からのレーザ測量では土柱全体を柱の裏側までスキャ

ンすることが難しいことが考えられた．また，観光への活用を考えた際にレーザ測量に関する機材を搭載し

たドローンが高額であり測量の継続（特に今後地元の地域住民がこの資源を拠出し続けられるかどうか，念

入りに検討すべきであろう）ができないことから，本研究ではレーザ測量の採用を見送った． 

 

(2) 使用機器と三次元データ作成について 

撮影機材には DJI 社製 Phantom 4 Pro V2.0 を使用した．撮影手法として，土柱の様々な角度から満遍な

く撮影できる飛行経路を策定した．指定したそれぞれの場所でホバリング(一定の高さ，位置で静止)し，そ 

れぞれの撮影箇所において土柱全体が画角に納まるような高度を確認・設定し，撮影を行った．高度を段階

的に変化させて垂直および斜め方向からの補完撮影を繰り返すことで，モデルの死角を最小限に抑えた．三

次元復元の精度を左右する「オーバーラップ率（隣接する写真の重複度）」については，先行研究[12]の知見

に基づき，計測誤差を抑制するために必要な 85%以上を確保した．具体的には，撮影した測量動画から角度変

化に応じて高頻度でフレーム抽出を行うことで，SfM/MVS 処理に最適な静止画セットを作成した． 

取得した画像群から三次元モデルを構築するソフトウェアとして，オープンソースの Meshroom（Side 

Effects Software 社）を使用した．処理工程は以下の 2 段階に大別される．SfM では，画像間の共通の特徴

点を抽出・照合し，カメラの撮影位置を逆算すると同時に，対象の骨格となる「低密度点群データ」を生成

する．MVS では，推定されたカメラ位置情報を基にステレオマッチングを多角的に行い，高密度な点群を構築

し，最終的にテクスチャ（表面色彩）を付与したポリゴンモデルを生成する．SfM 処理によって生成された直

後のモデルには，背景の樹木や空などの不要なメッシュが含まれており，また表面形状のみで「容積（厚み）」

を持たないため，そのままでは 3D プリンタでの出力ができない．そこで，3DCG ソフト Blender を用いて不

要部分を削除し，ソリッド化（肉付け）処理を施すことで，造形可能なクローズドメッシュへと整形した．
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最終的に，大阪電気通信大学 3D 造形先端加工センターにて Stratasys 社製 3Dプリンタ FORTUS 450mc で物

理模型を出力した(図-2)．これは，「大阪電気通信大学 3D 工房プロジェクト」の一環として製作を行ったも

のである．この一連のプロセスにより，デジタルアーカイブから物理的な観光ガイド用模型の作製を実現し

た． 

 

3．土柱 VR コンテンツの開発と大阪・関西万博における展示 

(1) 大阪・関西万博展示に至る経緯 

 本研究は，徳島大学授業「ボランティア実践」の活動（2020 年）である土柱周辺の環境整備と活性化を提

案に端を発し，土柱に関する地域連携活動を基盤として発展したものである．その活動において，土柱及び

周辺環境の保全および観光活用を目的として，阿波市観光協会および地域関係者と連携しながら活動を継続

的に実施してきた．こうした取り組みの中で，土柱の三次元データを活用した観光振興および情報発信の必

要性が認識され，大阪電気通信大学を交えた大学間連携による実践的研究へと発展した．ドローンを用いた

3D データ計測および VR コンテンツ開発を含む地域連携研究が進められた．阿波市では，土柱の経年変化の

把握による保全と観光振興の両立が求められており，三次元計測データを活用した模型制作や VR コンテンツ

の開発を通じて，地域資源の新たな活用方法が検討された．2024 年 8 月には現地調査および 3D データ計測

を実施し，土柱周辺に対空標識を設置して寸法計測を行うなど，精緻な三次元データの取得を行った．また，

同日には研究の中間報告会を開催し，関係者に対して研究内容および進捗状況を報告するとともに，地域関

係者との意見交換を行った．さらに，土柱特別記念講演会において研究内容を紹介するなど，研究活動の地

域発信を行い，地域住民および関係機関との連携強化を図った． 

これらの活動を通じて，土柱の 3D データを活用した VR コンテンツを大阪・関西万博で展示する計画が具

体化した．2024 年後半以降は，万博展示を視野に入れた VR 体験システムの開発が進められ，現地調査による

追加データ取得，VR システムの試作，展示形式の検討が継続的に行われた．特に，三面ディスプレイによる

没入型展示や身体動作を用いた体験型システムの導入など，幅広い来場者が安全に体験できる展示構成の検

討が進められた．2024 年 12 月には再度現地調査を実施し，VR 用データの精緻化および補完を行うとともに，

モーション認識機能の実装や表示システムの改良を行った．さらに，2025 年 5 月末に御所小学校において実

験およびリハーサルを実施し，体験動線や操作性の検証を行い，システムの最終調整を行った(図-3)．これ

らの準備を経て，2025 年 7月 26 日に大阪・関西万博関西パビリオン徳島県イベント「徳島のなつやすみ」に

おいて土柱 VR 体験ブースを出展するに至った．当日は徳島大学，大阪電気通信大学の教員・学生が連携して

運営を行い，多くの来場者に土柱 VR 体験を提供した．さらに，万博展示後には阿波市役所において地域住民

図-2 3Dプリンタで出力した阿波の土柱の模型 
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を対象とした VR 体験会を実施し，研究成果の地域還元を行った．このように，本研究は徳島大学山口研究室

を起点とした地域連携活動から始まり，大阪電気通信大学との大学間連携による技術開発を経て，大阪・関

西万博での展示および地域還元へと展開した実践研究である． 

 

(2) 土柱 VR コンテンツの制作 

大阪・関西万博での展示を見据えた体験型 VR コンテンツの制作手法について述べる．一般的な VR コンテ

ンツでは，HMD（ヘッドマウントディスプレイ）を装着して仮想空間を体験する方式が広く用いられている．

しかしながら，若年層への HMD 使用については視覚発達や安全面への配慮から慎重な対応が求められており，

小学生を含む幅広い年齢層の来場が想定される大阪・関西万博においては，HMD を用いた体験方式は適切で

はないと判断した．また，多数の来場者が連続して体験する展示環境では，装着・消毒・操作説明などの運

営負担も大きくなる．そのため，本研究では HMD を使用せず，図-4 に示すような誰でも安全かつ直感的に体

験できる体験型 VR コンテンツの開発を行った． 

図-4 VRコンテンツのシステム概要 

図-3 開発VRコンテンツの御所小学校での実験およびリハーサル風景 
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図-5 に土柱 VR コンテンツのプレイ画面を示す．開発環境には Unity2を用い，3D 計測によって取得した土

柱の高精度モデルを仮想空間上に配置し，大型ディスプレイによる映像表示システムと連携させることで没

入型の体験環境を構築した．さらに，カメラによるモーション認識技術を導入し，来場者の身体動作に応じ

て視点が変化するインタラクティブな仕組みを実装した．これにより，専用機器を装着することなく，自然

な動作によって土柱の仮想空間を体験できる構成とした．また，コンテンツの魅力向上を目的として，阿波

市観光協会の皆さんや高校生のアイデアを取り入れた演出を行った．具体的には，地域の特産品をモチーフ

としたキャラクターデザインを行い，Blender3を用いて 3D データを作成し，土柱空間内で地元の特産品を集

めるゲーム形式のコンテンツを開発した．コンテンツ体験者は人間の視点とは一味異なる「鳥」の視点で土

柱周辺を飛行しながら，地域の特産品を収集する仕組みとなっており，身体を傾けることで進行方向を制御

できる構成とした．この体験提供により，土柱との新たな接触視点につながり，土柱の意味の多層化につな

げることをねらいとした．また，この仕組みにより，単なる 3D 映像の閲覧ではなく，地域資源や特産品への

関心を高める参加型コンテンツとなり，観光資源と地域産品を同時に発信できる展示を実現した．さらに，3

面ディスプレイによる大型表示方式としたことにより，複数の来場者が同時に土柱の VR 空間を共有できる構

成となり，体験者だけでなく周囲の見学者にも視覚的な訴求が可能となった．また，見学者やゲーム参加の

チケットを持っていない来場者向けに，HMD バージョンも作成した．これは，大型ディスプレイによる体験型

VR コンテンツよりもリアリティが高く，臨場感があって面白いという感想を得られた． 

 

(3) 大阪・関西万博における展示 

大阪・関西万博関西パビリオンにおいて開催された徳島県イベント「徳島のなつやすみ」では徳島県内各

地域の自然や文化を体験できる展示が行われた．本コンテンツは阿波市の観光資源を紹介する体験型展示と

して実施された．展示と学生スタッフの取り組みの様子を図-6 に示す．展示では，50 インチディスプレイ 3

 
2 Unity Technologies 社が開発する、マルチプラットフォームに対応した 3D/2D ゲームエンジンおよびコンテンツ制作ソ

フトウェアのことである。近年では防災、観光、都市計画などのシミュレーションや VR コンテンツ制作にも広く用いら

れている。 

3 広く普及しているオープンソースの統合型 3D CG 制作ソフトウェアである。モデリング、質感の設定（マテリアル）、

アニメーション制作など多機能を備え、学術研究から商業コンテンツ制作まで幅広く利用されている。 

図-5 土柱VRコンテンツのプレイ画面 
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台を配置した三面表示構成とし，プレイヤーを囲むような視覚環境を構築することで没入感の向上を図った

(図-5(a))．また，鳥が土柱周辺を滑空する体験を再現するため，図-4 で示すようにゲームと連動した風発生

装置を設置し，視覚と体感を組み合わせた臨場感のある体験環境を構築した．体験前に操作方法を学習でき

るチュートリアルコンテンツを用意し，初めての来場者でも円滑に体験できるよう配慮した(図 5-(b))． 

体験時間は 1 回 3 分とし，説明および入れ替え時間を含めて 1 人あたり約 5 分の運営とした．イベントは

9 時から 20 時まで実施され，各時間帯で整理券を配布したところ，正午ごろには当日分すべての配布が終了

するなど，関心の高さがうかがえた．整理券を受け取れなかった来場者に対しては，VR ゴーグルによる土柱

体験を補助的に提供し，安全面に配慮しながら体験機会の確保を図った．体験後の来場者からは，「楽しい」

「臨場感がある」「実際に土柱を見てみたい」といった意見が多く得られ，VR を通じた疑似観光体験が観光地

への関心喚起に寄与する可能性が示された．また，「体を動かして楽しめる」「運動になる」といった意見も

見られ，身体動作を取り入れた体験型 VR の有効性，および VR 活用により土柱の観光以外の意味の発見につ

ながることが確認された．特に，「実際に阿波市を訪れてみたい」という意見が多く得られたことから，土柱

VR コンテンツは観光プロモーションの手段として有効であり，地域資源の魅力を広く発信するツールとして

機能することが示唆された．以上のことから，大阪・関西万博における展示は，土柱の観光価値を国内外に

発信するとともに，地域資源のデジタル活用による新たな観光手法を提示する実践事例となったといえる． 

 

5．人材育成 

本プロジェクトは，地域課題の解決だけでなく，学生の成長や人材育成という観点からも意義あるもので

あった．地域との協働を通じて課題を発見・共有し，実践と改善を繰り返すアクションリサーチの過程に着

目し，地域連携型実践活動が学生に与えた教育的効果について考察する． 

工学教育においては，専門知識や技術的能力の習得が重視されてきた．一方で近年では，主体性，課題発

図-6 大阪・関西万博での展示風景 

(a) 阿波の土柱VRコンテンツ 

の体験の様子 

(b) 練習用コンテンツの体験

の様子とコンテンツ制作に関

するポスター展示 

(c) システム紹介のポスター

と阿波の土柱3D模型，開発 

機材の展示 
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見力，コミュニケーション能力，協働力といった非技術的能力（Non-Technical Skills）の重要性も指摘さ

れている．特に地域課題を対象とした PBL（Project Based Learning）では，専門技術の習得と主体的な学習

行動が相互に作用しながら成長を促進することが報告されている[15][16]． 

本プロジェクトにおいて活動した学生の特徴は，研究活動の一環として地域の課題解決に参加するだけで

なく，地域住民や団体，大学間の連携や高校生との協働した開発等，多様な立場の人との対話を繰り返しな

がら活動を進めた点であり，その活動の中で技術的能力と非技術的能力が相互に関連しながら成長していっ

たと考えられる．コンテンツ開発に携わった学生は，阿波市が抱える地域資源の保全や活用，地域価値の発

信といった課題を地域と共有することで，地域課題を自らの問題として捉えるようになっていった．その結

果，「どのように土柱の魅力を発信するか」「どのようにデジタル技術を活用して地域に貢献できるか」とい

った課題意識が生まれ，自発的な学修や技術習得へとつながっていったのが印象的であった．活動の過程で

は，ドローンによるデータ取得，三次元モデル生成，点群処理，Unity を用いた VR コンテンツ開発，Blender

による 3D モデル制作など，当初は三次元データ計測とデジタルアーカイブの構築を目的として開始した活動

から多岐にわたる技術に取り組んだ．また，阿波市観光協会や徳島大学山口研究室との連携，高校生とのア

イデア創出活動を通じて，「データを地域振興にどのように活用するか」という新たな課題が共有された．こ

のように多様な立場の関係者と協働しながら課題解決を進めた活動が，大阪・関西万博での展示という実践

へと展開した．このように，地域との協働によって課題設定，技術開発，社会実装が循環的に発展した点は，

本プロジェクトの特徴である．これらを通して，通常の講義や実験では得ることのできない実践的な学修機

会であったと考えられる． 

本プロジェクトでは成果物が大阪・関西万博という社会的に大きな舞台で実際に活用された点が大きな特

徴である．大阪・関西万博という国内外から注目を集める場での展示を目標として活動したことは，学生に

とって高い目標設定となり，技術的課題への挑戦を支える大きな動機づけとなっていたと考えられる．学生

は自ら開発した VR コンテンツを来場者に体験してもらい，その反応を直接観察する機会を得た．万博会場で

は整理券が早い時間帯に配布終了するほど多くの来場者の関心を集め，体験者からは「面白かった」「実際に

行ってみたくなった」などの肯定的な意見が寄せられた．こうした社会からの直接的な評価は，学生にとっ

て大きな達成感につながった．また，万博展示当日には，学生の主体性や責任感の高まりを示す象徴的な出

来事も見られた．展示会場は関西パビリオン屋外イベントスペースであり，当日は最高気温 36℃に達する厳

しい環境条件であった．事前には高温環境を想定した連続動作試験やバックアップ機材の準備を行っていた

ものの，展示終了約 1 時間前に VR システムを動作させていたコンピュータが高温の影響により不安定とな

り，さらにバックアップ機材にも不具合が発生した．その結果，一部の来場者には簡易版コンテンツを提供

する対応を余儀なくされた．この際，開発を主導していた学生は強い責任感を示し，最後までシステムの復

旧や改善策の検討に取り組んでいた．筆者にとって印象的であったのは，学生が単なる授業課題や研究活動

としてではなく，自らが社会に提供する成果物として強い責任感を持っていたことである．こうした姿勢は，

成果物が実際の利用者と結び付く社会実装型プロジェクトであったからこそ生まれたものであり，地域実践

活動が学生の当事者意識や責任感の醸成に寄与したことを示唆している．技術的課題を克服し，成果物を社

会実装し，多くの来場者から評価を受けた経験は，「自分たちの技術が社会に役立った」という実感を学生に

もたらしたと考えられる．そして，この経験がさらなる主体的活動や技術的挑戦への意欲につながったもの

と推察される．本プロジェクトにおける学生の成長は，以下のような循環的な構造として整理できる． 

① 地域課題との協働による課題の発見・共有 ➡ 主体的活動 

② 技術的挑戦 ➡ 技術的能力向上 ➡ 成果創出 

③ 社会実装 ➡ 地域や来場者からの評価・フィードバック ➡ 自己効力感の向上 
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④ 新たな課題の発見・改善 ➡ さらなる主体的活動 

本プロジェクトは，地域課題の解決を目指す実践活動であると同時に，その担い手となる人材を育成する

教育的実践としても機能したと考える．地域との協働を通じて課題を共有し，実践，評価，改善を繰り返す

アクションリサーチの過程において，学生は主体的に学び，多様な関係者と協働しながら課題解決に取り組

む経験を得た．さらに，地域との協働を通じて課題そのものが発展し，三次元データ計測から VR コンテンツ

開発，さらには大阪・関西万博での社会実装へと実践が展開した．このような一連の実践は，専門的な技術

力の向上だけでなく，主体性，協働力，自己効力感といった実践的能力の育成につながるとともに，地域と

協働しながら新たな価値を創出できる人材を育成する教育的実践として有効であることが示唆された． 

 

6．議論 

本研究は，地域資源である土柱を単なる観光対象として扱うのではなく，3D 計測，VR，ゲーム制作，キャ

ラクターデザイン，モーション認識といった工学技術を導入することによって，地域資源を知識集約型産業

へと接続する試みを行った．すなわち，土柱を「見る観光資源」から，「データとして扱う知識資源」へと変

換し，3D モデル，VR コンテンツ，教育教材，ゲームコンテンツ，体験型システムといった形で再構築したも

のであるといえる．従来の地域振興は，「人を呼ぶ」「観光客を増やす」「地域に消費を生む」といった外部流

入型といえるような発想が中心であった．しかし本研究では，「地域資源を計測・数値化し，それらデータを

ICT で蓄積し，知識として再利用する」という地域発信型の知識価値創造を重視している 4．これは，地域資

源を単なる自然景観としてではなく，知識として扱うという視点への転換を意味する． 

さらに，Blender による特産品キャラクターデザインや Unity によるゲーム制作，高校生の参加によるコ

ンテンツ開発などは，人材育成と知識創造として，これまで阿波市では行われてこなかったプロセスである．

つまり，本研究は単なる観光コンテンツの展示ではなく，地域における工学・デジタル技術教育，コンテン

ツ制作活動手法の提示を通じて，知識を生み出す人材を育てる仕組みを構築した．このような人材育成に関

する手法の提示は，今後，地域に知識集約型産業を形成する基盤となると考える． 

また，大阪・関西万博は地域資源を世界に発信する機会であったが，土柱 VR の展示は単なる観光 PR では

なく「地域資源である土柱を工学技術によって再構成できた」という PR となり，地域と大学が連携すること

によって新しい産業の可能性が生まれることを示せたのではないかと考える． 

以上のことから，本研究は，地域資源を観光に直接結びつけるのではなく，工学技術を導入することで知

識集約型産業へと接続し，地域の持続可能な発展を目指す地域実践の一つのモデルを提示したといえる．観

光はあくまで入口であり，最終的な目標は，地域資源を知識・技術・教育・コンテンツへと変換し，新たな

価値形成の可能性を示していくことである．今後の課題としては，3D データを継続的に収集するドローンの

活用方法の検討や VR コンテンツを地域内において継続的に多方面で活用する仕組みの構築，教育機関との協

働による人材育成の体系化などが挙げられる． 

 

7．まとめ 

本研究では，徳島県阿波市の天然記念物「阿波の土柱」を対象に，ドローンを用いた三次元計測によ

るデジタルアーカイブ化，および体験型 VR コンテンツの開発と社会実装を統合した地域実践型研究を

行った．2025年の大阪・関西万博における展示では，3面ディスプレイやモーション認識を導入した HMD

不要のシステムを構築し，多くの来場者に疑似観光体験を提供することで，土柱の魅力発信と新たな地

 
4 この側面からさらに間口を拡げた活動を行なっているが、紙幅の関係で今回は割愛したい。 
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域資源の新たな価値創造に寄与した．また，本プロジェクトは PBL（Project Based Learning）として

の教育効果も高く，過酷な運用環境や技術的課題を乗り越えるプロセスを通じて，学生の技術的能力の

向上，責任感の醸成，および自己効力感の向上という人材育成に関して有用性が示唆された．さらに，

地域との協働を通じて課題を共有し，実践と改善を繰り返すアクションリサーチの過程により，当初の

三次元データ計測から VR コンテンツ開発，さらには大阪・関西万博での社会実装へと活動が発展した

ことは，本研究の特徴である．従来の観光振興に留まらず，地域資源を「データとして扱う知識資源」

へと変換することで，地域における工学教育やコンテンツ制作の手法の構築，プラットフォームを示し，

知識集約型産業への接続という新たなモデルを示した． 

今後は，三次元データの継続的な収集手法の確立，地域内における VR コンテンツの持続的な活用体

制の構築，および教育機関等の地域の方々との協働による人材育成の体系化に取り組み，地域の持続可

能な発展に貢献を目指す． 
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Human Resource Development through the "Awa Sand Pillars" VR Content Development 
Project 
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The revitalization of local communities through the promotion of tourism resources has long been recognized as an 
important issue. At the same time, the tourism industry remains labor-intensive and highly susceptible to seasonal 
fluctuations and external factors, highlighting the need for new approaches to regional development. This study focuses 
on the Awa Sand Pillars, a natural monument and tourism resource in Awa City, Tokushima Prefecture, Japan. Using 
drone-based 3D measurement, we developed a digital archive and Virtual Reality (VR) content to explore the potential 
of digital transformation (DX) in tourism. This project aimed to transform regional tourism resources into digital 
knowledge resources, thereby connecting regional tourism with knowledge-intensive industries. By utilizing the 
constructed 3D model, we recorded and visualized topographical changes caused by erosion and developed immersive 
VR content for tourism experiences and educational applications. Furthermore, the VR content was exhibited as an 
interactive experience at Expo 2025 Osaka, Kansai, Japan. Through this community-based collaborative project, we 
demonstrated the potential for regional value creation and engineering human resource development, while presenting a 
new model for connecting regional tourism with knowledge-intensive industries through digital technologies. 
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